
 
第43号様式(5)（第29条関係） 

備考 １ 記載事項について、マイナンバーカード等で本人確認(番号確認・身元確認)を行います。納税者が個人の場合は、 
①納税者のマイナンバーカード、又は②納税者の通知カードと身元確認書類をご持参ください。法人の場合は、代表 
者の身元確認書類をご持参ください。委任者に対し電話等で確認する場合があります。本人確認方法は別紙参照。 

２  代理人が申請する場合は、納税者本人の委任状が必要です。加除・訂正した場合で訂正印のないものは無効です。 

納税証明書交付申請書 
富山県総合県税事務所長 殿                       平成  年  月  日   
（富 山 県 知 事） 

         

申請者 

（納税者） 

個人番号（法人番号） 
             右づめで記入              
住 所（本店又は主たる事務所の所在地） 

 

氏 名 (名称及び代表者役職氏名） 

 

印 

日中連絡のつく電話番号  （    ）    －           

※納税者の代理人が申請される場合は、下記へも記入願います。 

代理人 

 

 

住 所  

氏 名  印 

日中連絡のつく電話番号   (      ）    －        

次の目的に使用するため納税証明書の交付を申請します。 

使
用
目
的 

該当の番号を○で囲み、「６ その他」の場合は、具体的に記入してください。 

１ 建設業許可申請(変更届)用     ４ 資金借入用(全税目に滞納がないこと) 
２ 入札参加資格審査用      ５ 資金借入用(指定税目の金額） 
３ 融資制度利用申請用            ６ その他 〔             〕 

 

証 
 

明 
 

事 
 

項 
 

該当の番号を○で囲んでください。 

１ 納付すべき額、納付した額及び未納の額 
 （該当税目に○印を付け、年度区分を記入してください。） 

 

 

 

   法 人 県 民 税 事業年度   年   月   日終了分 
事業年度   年   月   日終了分 
事業年度   年   月   日終了分 

 法 人 事 業 税 
地方法人特別税 

 個 人 事 業 税    年所得分   年所得分   年所得分 

 税  

２ 全税目に滞納がないこと。  

３ 地方税法第16条の4第2項の規定により通知した金額 

４ 滞納処分を受けたことがないこと。 
 （該当に○印を付けて記入してください。） 

  全  税  目     に対し、過去   年 

 税 に対し、過去   年 

５  地方税法施行規則第１条の９に定める事項 

〔  〕 

発 行 枚 数           枚 

県

税

確

認

欄 

身元確認 

□本人     □代理人 納 付   □収入証紙    □現 金 

Ａマイナンバーカード   Ａ運転免許証    Ａ官公署発行の写真付証書      Ａパスポート     
Ｂ保険証          Ｂ国民年金手帳    その他（                          ） 

確認番号 発行番号  NO.     発 行 日    /     /  

番号確認 □マイナンバーカード □通知カード □住民票の写し・住民票記載事項証明書  □その他（      ） 

   

   委  任  状 平成  年  月  日  

  富山県総合県税事務所長 殿 

委任者  住 所（本店又は主たる事務所の所在地）  

（納税者） 
氏 名（名称及び代表者役職氏名）  

  印 

私は、上記の内容において、次の者を代理人と定め、納税証明書の交付申請及び受領に関する権限を委任します。 

 代理人 住 所   

 
 

氏 名   

窓 口 申 請 専 用 

※納税者本人が自書・押印してください 

(パソコン等での作成不可） 

 

 

現金は、証紙納付できない特 

段の理由がある場合に限る。 

 

 

・認印はシャチハタの

ようなゴム印不可 

手数料の計算方法 

１又は５の証明 

税目数×年度数×枚数×400円 
 
２、３又は４の証明 
 枚数×400円 

・法人にあっては代表者印 

・認印（個人の場合）はシャチハ

タのようなゴム印不可 

窓口に来られる方 

個人の住所・氏名 

・法人にあっては 

代表者印 

・認印（個人の場合）

はシャチハタのよ

うなゴム印不可 

窓口に来られる方 

個人の住所・氏名 

 

 

 

富山県収入証紙 

はり付け欄 
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納税証明書の交付を申請する際には、下記のものをご用意ください。 

 

 

１．納税証明書交付申請書 

申請者の押印が必要です。 ・個人の場合・・・認印  ・法人の場合・・・法務局に登録されている本社の代表者印 

記入方法は、記入例を参照してください。 

 

２．委任状 

代理人の方が交付申請に来られる際は、委任状が必要です。 

ご家族や従業員の方が代理で申請される場合も、委任状が必要です。申請書の委任状欄にご記入いただくか、任意

の委任状を添付してください。 

 

３．手数料分の富山県収入証紙 

納税証明書１税目・１年度・１枚当たり４００円。具体的には、交付申請書記載の「手数料の計算方法」を参照してくだ

さい。 

 

４．本人確認書類 

申請時に本人確認（個人番号確認＋身元確認）のため提示いただきます。 

※例）マイナンバーカード、運転免許証、旅券（パスポート）、国民年金手帳、健康保険証 など 

本人確認については、『納税証明申請時の「本人確認」方法について』を参照してください。 

 

５．領収証書 

銀行等で県税を納付されてから納付の確認ができるまで、約１週間（県外は約２週間）かかります。 

その間に申請される場合は、お手数ですが領収証書（コピー可）をご持参ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  県税事務所の窓口で申請される場合 
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納税者本人が来所し申請する場合

番号に○をつけてください。
「６．その他」の場合は〔 〕内に具体的な目的を
記入してください。

（例） 県営住宅入居申請用
指定管理者申請用
酒類免許申請用
公益法人事業報告用

番号に○をつけてください。
不明確な場合はどのような証明が必要か提出先
に確認してください。

必要枚数を記入してください。

富山県収入証紙を貼ってください。

番号確認・身元確認のため、別紙「納税証明
書申請時の本人確認方法について」を
参照され、提示してください。

納税者本人が来所し申請する
場合は、記入不要です。

個人番号12桁（または法人番号13桁）を右づめで記
入してください。

申請日を記入してください。

納税者本人が住所・氏名・電話番号を記入、押印し
てください。 （シャチハタのようなゴム印は不可）
※個人事業主の方は、営業所地ではなく、個人番
号カード等で確認できる住所を記入
※法人の場合は、本店所在地・法人名称・代表者
役職氏名を記入、法務局へ登録された本社の代表
者印を押印

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

番号に○をつけてください。
「６．その他」の場合は〔 〕内に具体的な
目的を記入してください。

（例） 県営住宅入居申請用
指定管理者申請用
酒類免許申請用
公益法人事業報告用

番号に○をつけてください。
不明確な場合はどのような証明が必要か、
提出先に確認してください。

納税者本人と異なる方が来所し申請する場合

（ 従業員、ご家族の方が来所し申請する場合など ）

富山湾 花子

委任状を書いた日を記入してください。

 

申請日を記入してください。

個人番号12桁（または法人番号13桁）を
右づめで記入してください。

下部の委任状欄に、納税者本人
に自署・押印してもらい、この部分は代

理人が記入してください。

※代理人個人の住所・氏
名を記入してください。

シャチハタのようなゴム印は

不可

番号確認・身元確認のため、別紙「納
税証明書申請時の本人確認方
法について」を参照され、提示提出して
ください。

必要枚数を記入してください。

富山県収入証紙を貼ってください。

 

納税者本人と異なる方が来所し申請する場合は、必ず委任状が必要です。（任

意の委任状の添付でも可）

※委任状は、納税者本人が自書・押印してください。パソコン等で作

成された委任状は受付できません。

※代理人（来所者）個人の住所・氏名を委任者（納税者）が自署してください。免許

証等で代理人の氏名・住所等を確認します。（本人確認書類は別紙「納税証明書

申請時の本人確認方法について」参照）

重要

※法人の場合は、法務局

へ登録された本社の代表

者印

印章のカラー印刷は受付

できません。
必ず押印してください。

 
 


